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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　板厚がｔ１およびｔ２の２枚の鋼板を重ね合わせてスポット溶接した溶接継手であって
、
　スポット溶接で形成されたナゲットの径が３√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上（ナゲット
の径、ｔ１およびｔ２の単位はすべてｍｍ）であり、
　板厚方向断面における、前記ナゲットの径方向両端部の曲率半径が０．３（ｔ１＋ｔ２

）以上である
　ことを特徴とするスポット溶接継手。
【請求項２】
　前記２枚の鋼板は、質量％で（以下、成分組成で同じ。）、
　Ｃ：０．０１～０．８０％、
　Ｓｉ：３％以下、
　Ｍｎ：０．２～１０％、
　残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有するものである
　請求項１に記載のスポット溶接継手。
【請求項３】
　前記２枚の鋼板の成分組成が、さらに、
　Ｃｒ：０．０１～１．５０％、
　Ｍｏ：０．０１～１．５０％、
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　Ｎｉ：０．０１～１．５０％、
　Ｃｕ：０．０１～１．５０％、
　Ｂ：０．０００１～０．０１０％よりなる群から選ばれる少なくとも１種
　を含むものである請求項２に記載のスポット溶接継手。
【請求項４】
　前記２枚の鋼板の成分組成が、さらに、
　Ｔｉ：０．００１～０．２０％、
　Ｎｂ：０．００１～０．２０％、
　Ｖ：０．００１～０．２０％よりなる群から選ばれる少なくとも１種
　を含むものである請求項２または３に記載のスポット溶接継手。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スポット溶接継手に関し、詳しくは、２枚の薄鋼板を重ね合わせてスポット
溶接した溶接継手に関する。
【背景技術】
【０００２】
　薄鋼板同士の接合には、抵抗スポット溶接が最も汎用的に活用されている。一方、自動
車用の薄鋼板の場合、軽量化と安全性の両立のため、高強度化が進んでおり、それを実現
するために各種合金元素の添加が必要となっている。その結果、溶接性が劣化してきてお
り、高強度鋼板においても、溶接継手の機械的特性（以下、単に「特性」ともいう。）を
確保することが求められている。
【０００３】
　このため、スポット溶接継手の特性を向上すべく、種々の接合方法が提案されている。
【０００４】
［従来技術１］
　例えば、特許文献１には、電極による加圧力と通電パターンを制御することで、２枚、
３枚重ねの金属板や、異種金属等の接合を可能にするスポット溶接方法が開示されている
。しかしながら、この方法により溶接継手に形成されたナゲットの形状は、同文献の図８
、図９に示すとおり、その径方向両端部の曲率半径が小さい通常の碁石状であり、十分な
特性向上効果が期待できない。
【０００５】
［従来技術２］
　一方、特許文献２には、溶融後の凝固時に超音波衝撃による振動を加えることで、ナゲ
ット端部の組織を微細化することにより、溶接継手の強度を向上させるスポット溶接方法
が開示されている。しかしながら、この方法は、特殊な設備が必要であり、実際の適用が
難しい。
【０００６】
［従来技術３］
　また、特許文献３には、通電時に電極と被溶接材料の接触部分周囲を圧子を用いて圧下
しつつスポット溶接することで、ナゲット周りに形成されるコロナボンド部を拡大するこ
とにより溶接継手の強度を向上させる接合方法が開示されている。この方法では、電極周
囲に配した圧子で圧下している領域をコロナボンド化するために、この領域を加熱する必
要があるため、電極周囲に配した圧子については積極的な冷却を行っていない。そのため
、この方法で形成された溶接継手では、同文献の図１、図５に示すように、コロナボンド
部は拡大するが、ナゲットの形状は従来と同様、その径方向両端部の曲率半径が小さい碁
石状である。したがって、電極周囲の外加圧部を積極的に冷却することで、溶接継手に形
成されるナゲットの形状が、その径方向両端部の曲率半径が通常より大幅に大きい、ピル
ケース状であることを特徴とする本願発明とは、技術的思想を全く異にするものである。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－２４０７４０号公報
【特許文献２】特開２０１１－１９４４１１号公報
【特許文献３】特開平７－１７８５６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記問題点を解決するためになされたもので、高強度鋼板同士をスポット溶
接した溶接継手であっても、継手強度に優れるスポット溶接継手を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１に記載の発明は、
　板厚がｔ１およびｔ２の２枚の鋼板を重ね合わせてスポット溶接した溶接継手であって
、
　スポット溶接で形成されたナゲットの径が３√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上（ナゲット
の径、ｔ１およびｔ２の単位はすべてｍｍ）であり、
　板厚方向断面における、前記ナゲットの径方向両端部の曲率半径が０．３（ｔ１＋ｔ２

）以上である
　ことを特徴とするスポット溶接継手である。
【００１０】
　請求項２に記載の発明は、
　前記２枚の鋼板は、質量％で（以下、成分組成で同じ。）、
　Ｃ：０．０１～０．８０％、
　Ｓｉ：３％以下、
　Ｍｎ：０．２～１０％、
　残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有するものである
　請求項１に記載のスポット溶接継手である。
【００１１】
　請求項３に記載の発明は、
　前記２枚の鋼板の成分組成が、さらに、
　Ｃｒ：０．０１～１．５０％、
　Ｍｏ：０．０１～１．５０％、
　Ｎｉ：０．０１～１．５０％、
　Ｃｕ：０．０１～１．５０％、
　Ｂ：０．０００１～０．０１０％よりなる群から選ばれる少なくとも１種
　を含むものである請求項２に記載のスポット溶接継手である。
【００１２】
　請求項４に記載の発明は、
　Ｔｉ：０．００１～０．２０％、
　Ｎｂ：０．００１～０．２０％、
　Ｖ：０．００１～０．２０％よりなる群から選ばれる少なくとも１種
　を含むものである請求項２または３に記載のスポット溶接継手である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、スポット溶接で形成されたナゲットの形状を、従来の碁石状でなく、
ピルケース状（略円筒状）、具体的には、ナゲット径を３√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上
（ナゲット径、ｔ１およびｔ２の単位はすべてｍｍ）とするとともに、板厚方向断面にお
ける、ナゲット径方向両端部の曲率半径を０．３（ｔ１＋ｔ２）以上とすることで、溶接
継手部に引張荷重が掛かったときに、脆化しやすい領域やＨＡＺ軟化部（ＨＡＺ：熱影響
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部）の伸びる方向を、応力が最大化する４５°の方向からずらすことにより、高強度鋼板
同士をスポット溶接した溶接継手であっても、継手強度に優れるスポット溶接継手を提供
できるようになった。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】２枚の重ね合わせ鋼板からなるスポット溶接継手の概略構成を示す縦断面図であ
る。
【図２】本発明のスポット溶接継手における破壊形態を模式的に説明するための縦断面図
であり、（ａ）は継手にせん断引張荷重が掛かった状態、（ｂ）はＨＡＺと母材部との境
界に割れ経路が発生する状態、（ｃ）はナゲットとＨＡＺとの境界に割れ経路が発生する
状態をそれぞれ示す。
【図３】従来のスポット溶接継手における破壊形態を模式的に説明するための縦断面図で
あり、（ａ）は継手にせん断引張荷重が掛かった状態、（ｂ）はＨＡＺと母材部との境界
に割れ経路が発生する状態、（ｃ）はナゲットとＨＡＺとの境界に割れ経路が発生する状
態をそれぞれ示す。
【図４】実施例で使用した溶接チップ先端部の概略形状を示す部分縦断面図であり、（ａ
）は比較例で使用したもの、（ｂ）は発明例で使用したものである。
【図５】実施例で作製したスポット溶接継手の断面を示す写真であり、（ａ）は比較例、
（ｂ）は発明例である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明者らは、上記課題を解決するため、まず、せん断引張試験および十字引張試験に
おける、従来の溶接継手部の破壊形態について調査を行った。例えば、図３に、従来の溶
接継手せん断引張試験の場合を模式的に示すが、（ａ）に示すように、溶接継手部にせん
断引張の荷重が掛かったとき、（ｂ）および（ｃ）に示すように、ナゲットの外周に沿っ
て引張方向（すなわち接合面に沿う方向）に対して４５°の方向に破断する傾向がある。
また、図示しないが、十字引張試験の場合にも、同様に、ナゲットの外周に沿って、引張
方向（すなわち接合面に垂直な方向）に対して４５°の方向に破断する傾向がある。この
ように、従来の溶接継手部において、せん断引張試験、十字引張試験ともに、ナゲットの
外周に沿って引張方向に対して４５°の方向に破断するのは、以下のメカニズムによると
想定される。
【００１６】
　すなわち、材料力学の技術常識として、材料の引張方向に対して４５°方向に応力・ひ
ずみが最大化することが知られている。また、従来の溶接継手ではナゲットの形状が碁石
状になるため、その径方向両端部近傍のナゲット－ＨＡＺ境界部の脆化しやすい領域や、
ＨＡＺ軟化部において、上記応力最大化方向である引張方向と４５°をなす方向に沿って
伸びる部分が存在する。したがって、ナゲット－ＨＡＺ境界部やＨＡＺ軟化部において、
上記応力最大化方向に沿って割れが進展し、ボタン破断に至るため、このため継手強度の
向上が困難であった。
【００１７】
　そこで、本発明者らは、溶接継手部における、ナゲットの形状やＨＡＺ部の形状を、図
２に示すように、従来の碁石状でなく、ピルケース状（略円筒状）とすれば、ナゲット－
ＨＡＺ境界部やＨＡＺ軟化部において、上記応力最大化方向に沿って伸びる部分が存在し
なくなるため、割れの進展方向が上記応力最大化方向から大きくずれることになり、継手
強度を向上できると考えた。
【００１８】
　なお、ナゲット径が小さい場合は、破断モードがボタン破断でなく、剥離破断となるた
め、ナゲットの形状に依存せず、ナゲット径のみによって継手強度が決定される。このた
め、ナゲット形状の変更による継手強度向上の効果を享受するためには、ナゲット径は、
十分に大きくする必要がある。
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【００１９】
　上記思考研究に基づき、後記［実施例］にて説明する実証試験を行った結果、確証が得
られたので、さらに検討を加え、本発明を完成するに至った。
【００２０】
　本発明に係るスポット溶接継手は、板厚がｔ１およびｔ２の２枚の鋼板１，２を重ね合
わせてスポット溶接した溶接継手であって、スポット溶接で形成されたナゲット３の径Ｄ

Ｎが３√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上（ナゲットの径、ｔ１およびｔ２の単位はすべてｍ
ｍ）であり、板厚方向断面における、前記ナゲット３の径方向両端部の曲率半径ＲＮＥが
０．３（ｔ１＋ｔ２）以上であることを特徴とする（図１参照）。
【００２１】
　以下、本発明を規定する要件について詳細に説明する。
【００２２】
〔ナゲット径ＤＮ：３√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上（ナゲット径ＤＮ、ｔ１およびｔ２

の単位はすべてｍｍ）〕
　ナゲット径ＤＮは、ナゲットの大きさを規定するパラメータである。上述したように、
ナゲットが小さいと剥離破断が発生するため、継手強度が確保できないし、ナゲット形状
変更の効果が得られない。
　剥離破断を防止して、ナゲット形状変更の効果を得るため、ナゲット径ＤＮは、３√｛
（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上、好ましくは３．５√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上、さらに好
ましくは４√｛（ｔ１＋ｔ２）／２｝以上とする。ここで、スポット溶接では継手強度を
ナゲット径で管理することが一般的に行われており、板厚ｔ（単位：ｍｍ）の薄鋼板同士
の重ね合わせスポット溶接では、ナゲット径を４√ｔ以上あるいは５√ｔ以上とすること
が要求されている。本発明における上記ナゲット径の規定は、これに倣ってａ√ｔ以上（
ａ：定数）の形の式を採用し、板厚ｔとして平均板厚（ｔ１＋ｔ２）／２を用い、所定の
継手強度が確保できるように定数ａの値を定めたものである。
【００２３】
〔板厚方向断面における、ナゲットの径方向両端部の曲率半径ＲＮＥ：０．３（ｔ１＋ｔ

２）以上〕
　板厚方向断面における、ナゲットの径方向両端部の曲率半径ＲＮＥは、ナゲット形状を
規定するパラメータである。曲率半径ＲＮＥを大きくすることで（すなわち、ナゲットの
断面形状を、その径方向両端部が尖っている碁石状から、その径方向両端部が中心部方向
にひしゃげているピルケース状に変更することで）、ボタン破断時における亀裂の伝播方
向を応力が最大化する４５°方向からずらすことにより、破壊の進行を抑制し、継手強度
を向上させることができる。
　上記作用を有効に発揮させるためには、曲率半径ＲＮＥは、０．３（ｔ１＋ｔ２）以上
、好ましくは０．４（ｔ１＋ｔ２）以上、さらに好ましくは０．５（ｔ１＋ｔ２）以上と
する。
　ここで、曲率半径ＲＮＥを（ｔ１＋ｔ２）を含む不等式で規定することとしたのは、以
下の理由による。すなわち、本発明に係るナゲットの形状は、上記曲率半径ＲＮＥとナゲ
ット厚みとでほぼ特定できる。また、ナゲット厚みは、合計板厚（ｔ１＋ｔ２）の数１０
％程度のほぼ一定の比率を占めることが求められる。したがって、ナゲット形状特定のた
めには、上記曲率半径ＲＮＥは、合計板厚（ｔ１＋ｔ２）との比率で規定すればよいと考
え、上記曲率半径ＲＮＥの規定には、ｂ（ｔ１＋ｔ２）以上（ｂ：定数）の形の式を採用
し、所定の継手強度が確保できるように定数ｂの値を定めたものである。
【００２４】
〔２枚の鋼板の板厚ｔ１，ｔ２〕
　本発明に係る溶接継手は、薄鋼板の接合を対象としており、２枚の鋼板の板厚ｔ１，ｔ

２は、同じでも、異なっていてもよいが、ともに０．１０～５．０ｍｍの範囲、さらには
、ともに０．２～３．０ｍｍの範囲とするのが推奨される。
【００２５】
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〔２枚の鋼板の成分組成等〕
　本発明の作用効果は、低強度の鋼板のスポット溶接継手に対しても発現するが、上述し
たように、継手強度劣化の問題は高強度鋼板のスポット溶接で顕著に現れることから、本
発明は、特に高強度の鋼板に適用するのが推奨される。
　すなわち、上記２枚の鋼板としては、質量％で（以下、成分組成で同じ。）、Ｃ：０．
０１～０．８０％、Ｓｉ：３％以下、Ｍｎ：０．２～１０％、残部Ｆｅおよび不可避的不
純物からなる成分組成を有し、引張強度が５９０ＭＰａ以上の高強度のものが推奨される
。また、鋼板の種類としては、冷延鋼板、亜鉛めっき鋼板、合金化亜鉛めっき鋼板、アル
ミめっき鋼板等、表面処理の有無、相違を問わない。なお、２枚の鋼板は、その成分組成
については上記成分範囲内であれば、同一でも異なっていてもかまわないし、その種類に
ついても同じでも異なっていてもかまわない。
【００２６】
Ｃ：０．０１～０．８０％
　Ｃは、母材および溶接継手の強度を確保するために重要な元素である。これらの強度を
確保するためには、Ｃ含有量は０．０１％以上とすることが好ましい。しかしながら、Ｃ
含有量が過剰になると、溶融部（すなわち、ナゲット部）にブローホールやクラックが発
生しやすくなって、強度（特に接合強度）を却って低下させることになる。このため、Ｃ
含有量の上限は０．８０％とするのが好ましい。なお、Ｃ含有量のより好ましい下限は０
．０３％であり、より好ましい上限は０．４０％である。
【００２７】
Ｓｉ：３％以下
　Ｓｉは、脱酸剤として機能し、溶接金属の強度確保と酸素低減に有効な元素である。こ
うした効果は、その含有量が増加するにつれて増大するが、Ｓｉ含有量が過剰になると溶
融めっき性が低下するので３％以下、さらには２％以下とするのが好ましい。
【００２８】
Ｍｎ：０．２～１０％
　Ｍｎは、母材の強度を向上させるのに有効な元素である。こうした効果は、その含有量
が増加するにつれて増大するが、Ｍｎ含有量が過剰になると、スポット溶接時にチリが発
生しやすくなって、溶接作業性が劣化するので、１０％以下、さらには５％以下とするの
が好ましい。
【００２９】
　上記基本成分の他は、Ｆｅおよび不可避不純物（Ｐ，Ｓ，Ｎ，Ｏ等）からなるものであ
る。
【００３０】
　また、上記２枚の鋼板には、必要に応じて、（ｉ）Ｃｒ：０．０１～１．５０％、Ｍｏ
：０．０１～１．５０％、Ｎｉ：０．０１～１．５０％、Ｃｕ：０．０１～１．５０％、
Ｂ：０．０００１～０．０１０％よりなる群から選ばれる少なくとも１種、（ｉｉ）Ｔｉ
：０．００１～０．２０％、Ｎｂ：０．００１～０．２０％、Ｖ：０．００１～０．２０
％よりなる群から選ばれる少なくとも１種；をさらに含有させてもよく、これらの含有成
分の種類に応じて、溶接継手の特性がさらに改善される。
【００３１】
（ｉ）Ｃｒ：０．０１～１．５０％、Ｍｏ：０．０１～１．５０％、Ｎｉ：０．０１～１
．５０％、Ｃｕ：０．０１～１．５０％、Ｂ：０．０００１～０．０１０％よりなる群か
ら選ばれる少なくとも１種
　これらの元素は、溶接部の焼入れ性を高め、継手強度の向上に寄与する有用な元素であ
る。
　上記作用を有効に発揮させるためには、各元素とも下限値以上含有させるのが好ましい
。ただし、過剰に含有させると、溶接部が脆化して継手強度が劣化するので、各元素とも
上限値以下の含有とするのが好ましい。
【００３２】
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（ｉｉ）Ｔｉ：０．００１～０．２０％、Ｎｂ：０．００１～０．２０％、Ｖ：０．００
１～０．２０％よりなる群から選ばれる少なくとも１種
　これらの元素は、溶接部を析出強化することで、継手強度の向上に寄与する有用な元素
である。
　上記作用を有効に発揮させるためには、各元素とも下限値以上含有させるのが好ましい
。ただし、過剰に含有させると、溶接部が脆化して継手強度が劣化するので、各元素とも
上限値以下の含有とするのが好ましい。
【００３３】
　つぎに、本発明に係る溶接継手の好ましい作製方法を説明する。
【００３４】
〔本発明に係る溶接継手の好ましい作製方法〕
　従来のように、ＤＲ型や先端平滑型などの通常の電極チップ（図４（ａ）参照）を用い
、鋼板の重ね合わせ部を一対の電極チップで挟み込んでスポット溶接を行う場合、ナゲッ
ト径を大きくするために溶接電流を高めていくと、抵抗発熱により加熱されて溶融した領
域が２枚の鋼板の重ね合わせ面に沿って外方向に向かって広がりながらナゲットが形成さ
れるため、板厚方向断面における、ナゲット径方向両端部の曲率半径が小さな、碁石状の
ナゲットが形成される。また、上記溶融領域を鋼板の重ね合わせ面から外方向に広がらせ
ないようにしようとして、電極チップによる加圧力を高めると、電極チップの周りの２枚
の鋼板の間が開いてしまい、その開いた隙間を通じて溶融物が外方向にはみ出すため、却
って中チリの発生につながり、接手強度が劣化してしまう問題がある。したがって、従来
の電極チップを用い、溶接電流や加圧力を制御する方法では、本発明で規定するナゲット
径とナゲット径方向両端部の曲率半径の要件をともに満たす溶接継手を作製することは困
難である。
【００３５】
　そこで、本発明者らは、本発明で規定するナゲット径とナゲット径方向両端部の曲率半
径の要件をともに満たす溶接継手を作製する手段について種々検討した結果、例えば、以
下の手段により容易かつ確実に本発明に係る溶接継手を作製できることを見出した。
【００３６】
　すなわち、電極チップを、チップ中心部とチップ外周部に分けて別体で構成し、チップ
中心部は従来の電極チップと同様の銅系材料からなり、チップ外周部は高熱伝導性材料か
らなるものとし、さらに中心部と外周部の間に非電導性膜を介在させ、中心部と外周部と
を独立して加圧力が調整できるように構成した電極チップ（本明細書では「外周部加圧型
電極チップ」と呼ぶ。）を用いる（図４（ｂ）参照）。そして、スポット溶接に際し、電
流値と、中心部および外周部の加圧力とを独立して調整することで、本発明に係る溶接継
手を作製できる。
【００３７】
　つまり、チップ中心部に通電し、２枚の鋼板の接触面間で発熱させてナゲットを形成さ
せる一方、チップ外周部には、非電導性膜でチップ中心部との間を絶縁することで、通電
させず、かつ、熱伝導性の高い材料を鋼板に接触させて抜熱しながら適度な加圧力で挟み
つける。
【００３８】
　これにより、鋼板の合わせ面からの溶融物のはみ出しを防止することで中チリの発生を
抑制して、十分に大きなナゲット径を確保するとともに、形成されたナゲットの周囲を冷
却することで、２枚の鋼板の重ね合わせ面に沿う方向へのナゲットの優先的な成長を抑制
し、板厚方向へのナゲットの成長を促すことになる。
【００３９】
　この結果、ナゲットの形状が、従来の碁石状でなく、ナゲット径方向端部が中心部方向
に押しつぶされたようなピルケース状になり、本発明で規定するナゲット径およびナゲッ
ト径方向両端部の曲率半径を満たす溶接継手が得られる。
【実施例】
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【００４０】
　以下に実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明は下記実施例によって
限定されるものではなく、前・後記の趣旨に適合しうる範囲で適宜変更して実施すること
も可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される。
【００４１】
　スポット溶接で接合する２枚の鋼板として、表１に示す成分組成を有する、軟鋼、５９
０ＭＰａ級鋼板、９８０ＭＰａ級鋼板、１４７０ＭＰａ級鋼板を用い、表２に示す鋼種お
よび板厚の２枚の鋼板を種々組み合わせて重ね合わせスポット溶接を行った。
【００４２】
　溶接装置としては、単相交流式抵抗スポット溶接機（５０Ｈｚ）を用い、図４に概略の
断面形状を示す（ａ）通常のクロム銅合金製のＤＲ型電極チップ、または、（ｂ）外周加
圧型電極チップのいずれかを取り付けたものを用いた。（ｂ）の外周加圧型電極チップと
しては、チップ中心部はクロム銅合金製とし、チップ外周部には熱伝導率の異なる種々の
材料を用い、非導電性膜として、例えばＡｌＮ膜をチップ中心部に被覆することで、チッ
プ外周部とを電気的に絶縁し、チップ中心部とチップ外周部とを摺動可能にバネで締結し
たものを用いた。そして、このバネのバネ定数を変更することにより、チップ中心部とチ
ップ外周部とによる加圧力の分配を自在に変更することができるように構成されている。
【００４３】
　通電時における加圧力および電流値は表２に示す条件とし、通電時間は１０サイクル（
０．２ｓ；一定）としてスポット溶接を行った。
【００４４】
　試験結果を表３に示す。
【００４５】
　ここに、スポット溶接後の溶接接手について、ナゲットの平面視中心を通る板厚方向断
面を切り出し、同断面の画像を撮影したものを画像解析することにより、ナゲット径と、
ナゲット径方向両端部における曲率半径を測定した。
【００４６】
　なお、ナゲット径方向両端部における曲率半径については、具体的には以下のようにし
て求めた。すなわち、ナゲット径方向の両端部のそれぞれについて、２枚の鋼板１，２の
界面とナゲット外周との交点と、２枚の鋼板１，２の界面から鋼板１の板厚方向にｔ１／
４、鋼板２の板厚方向にｔ２／４それぞれ離れた２つの面とナゲット外周との交点の合計
３つの交点を通過する円を描き、その円の半径をナゲット径方向の片端部における曲率半
径と定義する。このようにして、ナゲット径方向の両端部のそれぞれについて求めた２つ
の曲率半径を算術平均し、これをナゲット径方向両端部における曲率半径とした。
【００４７】
　また、上記と同一条件で作製した溶接接手について、別途、せん断引張試験を実施し、
破断時の継手強度を測定した。
【００４８】
　継手強度は、ナゲット径、ナゲット径端部の曲率半径だけでなく、母材の鋼板強度、板
厚等にも大きく影響を受けるため、その絶対値で発明の効果を評価することが難しい。
【００４９】
　そこで、本実施例では、母材の鋼種、板厚、溶接条件（全加圧力、溶接電流）が同等で
、電極チップとして、従来のＤＲ型のものを用いたときの継手強度を基準とし、電極チッ
プの形式、および、中心部加圧力と外周部加圧力との比率のみを変更して、ナゲット形状
を変化させ、その結果得られた継手強度が前記基準に対して１５％以上高い値を示した場
合を、優れた継手強度を有する溶接継手が得られたとして合格（○）と判定し、１５％に
満たない場合を不合格（×）と判定した。さらに、前記基準に対して２０％以上高い値を
示した場合には、より優れた継手強度を有する溶接継手が得られたとして◎で表示し、前
記基準に対して２５％以上高い値を示した場合には、特に優れた継手強度が得られたとし
て◎◎で表示して区別した。
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【表１】

【００５１】
【表２】

【００５２】
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【表３】

【００５３】
　表３において、試験Ｎｏ．１－２、２－２、４－２、５－２、５－３、６－２、７－２
、７－３の溶接継手は、本発明の要件を全て満たす発明例である。いずれの発明例の溶接
継手も、継手強度は、基準より１５％以上高くなっており、継手強度が大幅に改善されて
いることがわかる。
【００５４】
　これに対して、試験Ｎｏ．１－１、２－１、３－１、４－１、５－１、６－１、７－１
、８－１の溶接継手は、通常のＤＲ型電極チップを用いて作製した基準となる溶接継手（
比較例）であり、溶接条件によっては、ナゲット径は本発明の規定を満たす場合があるも
のの、ナゲット径方向両端部の曲率半径は本発明の規定を満たさず、十分に高い継手強度
が得られていない。
【００５５】
　また、試験Ｎｏ．３－２、５－４～５－６の溶接継手は、外周加圧式の電極チップを用
いて作製したものであるが、本発明の要件のいずれかを満たさない比較例である。これら
の比較例の溶接継手の継手強度は、基準の溶接継手の継手強度からの向上効果が１５％に
満たず、改善効果が不足していることがわかる。
【００５６】
　例えば、試験Ｎｏ．３－２の溶接継手は、外周加圧式の電極チップを採用したことで、
ナゲット径方向両端部の曲率半径は本発明の規定を満たすものの、溶接電流が低すぎたた
め、ナゲット径が十分に大きくならず、十分な継手強度の向上効果が得られていない。
【００５７】
　また、試験Ｎｏ．５－４～５－６の溶接継手は、外周加圧式の電極チップを採用し、十
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ップの外周部に熱伝導性の低い材料を用いたことで、冷却作用が不足したため、ナゲット
径方向両端部の曲率半径は十分に大きくならず、やはり十分な継手強度の向上効果が得ら
れていない。
【００５８】
　参考として、図５に、（ａ）比較例（試験Ｎｏ．５－１）と（ｂ）発明例（試験Ｎｏ．
５－２）の溶接継手の断面の様子を比較して示す。この図に示すように、従来の電極チッ
プで作製した溶接継手のナゲットは、十分な大きさのナゲット径が得られているものの、
ナゲット径方向両端部の曲率半径が小さく、碁石状である。これに対し、外周加圧型電極
チップで作製した溶接継手のナゲットは、ナゲット径は従来のものとほとんど同じ大きさ
であるものの、ナゲット径方向両端部の曲率半径は極端に大きくなっており、ピルケース
状（略円筒状）になっていることが明らかである。
【００５９】
　以上の結果より明らかなように、本発明を適用することで、高強度鋼板同士をスポット
溶接した溶接継手であっても、継手強度に優れるスポット溶接継手を提供できることが確
認された。
【符号の説明】
【００６０】
１，２…鋼板
３…ナゲット

【図１】 【図２】
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